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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
モニタリングを行っているが評価が

未実施であるため記入できない
番号 6-19

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

183,296,026 179,832,104 182,913,147 183,702,584

補正予算

13,938,000 33,141,000 24,753,249

223,919,775

繰越し等

320,941 △ 2,678,223 △ 6,986,683

計

197,554,967 210,294,881 200,679,713

執 行 額

196,363,580 210,089,734 200,041,260
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番号 6-19

会計 組織／勘定

● 1 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 3 一般 国土交通本省

● 4 一般 地方運輸局

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

政策評価調書（個別票２）

政策名 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
30年度

当初予算額
31年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

総合的物流体系整備推進費 総合的物流体系整備の推進に必要な経費 2,891,188 3,354,484

港湾事業費 港湾事業に必要な経費 179,881,119 219,634,711

エネルギー・鉄鋼港湾施設工事費 エネルギー・鉄鋼港湾施設工事に必要な経費 920,182 920,180

地方運輸行政推進費 総合的物流体系整備の推進に必要な経費 10,095 10,400

小計
183,702,584 223,919,775

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

合計
183,702,584 223,919,775
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 6-19
（千円）

政策評価調書（個別票３）

政策名
海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、

みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事務事業名 概要 整理番号

予算額

政策評価結果の反映
による見直し額(削

減額)

達成しようとする目標及び実績

30年度
当初予算額

31年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果のポイント

概算要求への反映状況

該当なし

合計


